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 憲法 28 条は三権を並列して規定しているものの、団体交渉がその中心にあり、団結および団体行動はその手段に
【３】
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【本論文の構成】 





 第２章 団体交渉に関する通説・裁判例 
 第２章では、第３章以下の叙述の基礎として、日本の団体交渉に関する通説および裁判例について検討を行う。な
お、通説はともかく、裁判例には問題が多いというのが筆者の見解である。 
 第３章 通説における問題点の検討 
 第３章では、団体交渉に関する通説を素材として、法解釈論のあり方を検討する。現状では、日本の労働組合法に
ついてその近い将来における大幅な修正を期待することは困難なため、立法論ではなく、解釈論に重きを置く。 









論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、その表題にもあるように「日本における団体交渉のあり方に関する研究」をテーマとするものであり、
具体的には以下の５章からなる。 
第１章 団体交渉法制に関する歴史的考察  第２章 団体交渉に関する通説・裁判例 
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ている。 
 他方、南アフリカ共和国のグラント教授の考え方にヒントを得た結社の自由（団結権）と団体交渉権の保障との峻
別論や、アメリカの団体交渉制度に示唆を得た交渉組合の限定論（交渉権を有する労働組合を組織率３割以上の組合
に限定）は日本人研究者にはあまりみられない着眼点を示したものであり、誠実交渉義務を労使双方の義務として考
え、団体交渉事項を基本的に労働条件に限るべきであるとする解釈論も、交渉現場の実情に即した魅力的なものとな
っているということができる。 
 確かに、労働保険徴収法や各種の業法からも示唆を得ようとするなど、論文の一部には多少無理がみられることも
事実ではあるが、全体としては上質の論文に仕上がっているといって差し支えはない。よって、本論文は、博士（法
学）の学位を授与するに十分な価値を有するものと考える次第である。 
